
決　 算 　報 　告 　書

令和３年度

公立大学法人　公立はこだて未来大学

第１４期事業年度

自　令和 ３ 年 ４ 月 １ 日

至　令和 ４ 年 ３ 月３１日



（単位：円）

差　額

（決算－予算）

 収入

　 運営費交付金 1,604,830,000 1,600,923,979 △ 3,906,021

　 自己収入 731,078,000 718,651,962 △ 12,426,038

　　 授業料・入学料・入学検定料収入 673,922,000 673,308,880 △ 613,120 （注１）

　　 その他の収入 57,156,000 45,343,082 △ 11,812,918

　 受託研究等収入 196,400,000 93,925,396 △ 102,474,604 （注２）

　 寄附金収入 7,505,000 9,060,000 1,555,000 （注３）

　 振興基金積立金取崩収入 3,250,000 1,000,000 △ 2,250,000 （注４）

　 目的積立金取崩収入 50,840,000 35,336,021 △ 15,503,979 （注５）

計 2,593,903,000 2,458,897,358 △ 135,005,642

 支出

　 業務費 2,401,366,000 2,150,187,959 △ 251,178,041

　　 教育研究経費 738,882,000 618,479,227 △ 120,402,773 （注６）

　　 一般管理費 572,264,000 516,858,643 △ 55,405,357 （注７）

　　 人件費 1,090,220,000 1,014,850,089 △ 75,369,911 （注８）

　 受託研究等経費 177,937,000 64,709,515 △ 113,227,485 （注９）

   施設整備費 14,600,000 14,599,440 △ 560

計 2,593,903,000 2,229,496,914 △ 364,406,086

収 入 － 支 出 0 229,400,444 229,400,444

  （注）　予算額は，年度計画の予算に計上した金額を円単位で記載しています。

  　　 　　なお，収入の決算額の計には，翌年度へ繰り越すべき財源が合わせて57,745,850円含まれています。 

   　　　　また，支出の差額の計のうち，合わせて50,895,850円を翌年度へ繰り越しました。

○予算額と決算額の差異の主な理由について

　（注１） 　　受験者数の増等に伴い，入学料で 11,871,600円の増，入学検定料で 3,565,000円の増となり，

　　　 　　  　授業料については，休学者数の増等により 16,049,720円の減となりました。 

　（注２）　　 受託研究収入で73,474,179円の減，共同研究収入で29,588,425円の減，受託事業収入で

　 　　　  　　500,000円の増，共同事業収入で88,000円の増となりました。

            　　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 10,692,112円は含まれていません。

        　    　また，翌年度への繰越分が23,932,902円含まれています。
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　（注３）　　奨学寄附金分で100,000円の減，高度ＩＣＴコース運用経費分で300,000円の減，

　　　　　　　振興基金分で1,955,000円の増となりました。

           　　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 32,459,850円は含まれていません。

　 　　　　 　(奨学寄附金分 26,409,850円，高度ＩＣＴ人材育成分等 6,050,000円)

           　　また，翌年度への繰越分が33,812,948円含まれています。

　　 　　　 　（奨学寄附金分26,962,948円，高度ICT人材育成分等6,850,000円）

　（注４）　　留学支援経費充当分の減により，2,250,000円の減となりました。

　（注５）　　一般研究費充当分の減等により，全体で15,503,979円の減となりました。

　（注６）　　研究旅費及び研究費84,807,542円の減等により，全体で120,402,773円の減となりました。

　（注７）　　教員住宅費など管理運営費が23,463,712円の減，校舎維持管理費が22,941,897円の減となったことなどから，

　　　　　　　全体で55,405,357円の減となりました。

　（注８）　　常勤役員退職手当43,914,000円の減，常勤教員人件費17,128,717円の減等により，全体で75,369,911円の減となりました。

　（注９）　　受託研究費で88,253,298円の減，共同研究費で25,484,187円の減，受託事業収入で435,000円の増，

　　　　　　　共同事業収入で75,000円の増となりました。
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